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１ はじめに 

政府は、平成２９年度予算の基本的な考え方として、引き続き、「経済再生なくして財政健全

化なし」を基本とし、６００兆円経済の実現と平成３２年度（２０２０年度）の財政健全化目標

の達成の双方の実現を目指すことや、一億総活躍社会の実現に向け、アベノミクス「新・三本の

矢（戦後 大の名目ＧＤＰ600 兆円・希望出生率 1.8・介護離職ゼロ）」に沿った施策を一体的

に推進することで、成長と分配の好循環を確立し、日本経済全体の持続的拡大均衡を目指すこと

としている。一方、国・地方の債務残高がＧＤＰの２倍程度に膨らみ、更なる累増が見込まれ、

国債費が毎年度の一般会計歳出総額の２割以上を占めるなど、厳しい財政状況にあることから、

引き続き、歳出全般にわたり、聖域なき徹底した見直しを推進し、地方においても、国の取組と

基調を合わせ徹底した見直しを進めることとしている。 
このような情勢の中、平成２９年度は市の 上位計画である「第５次総合計画」の２年目に当

たり、引き続き、３つの重点戦略に基づき事業を実施することとなるが、平成２９年度当初予算

は、歳出については、庁舎移転に伴う庁舎移転業務委託料、電算委託料や事務用・管理用

備品購入費などの経費を新たに計上したほか、高齢化の進展による扶助費（社会保障費）の増

加などにより前年度と比較して増額となった。一方、歳入においては、市税のほか、対象事業費

の増加に伴う国県支出金などの増収が見込めるものの、依然として歳入不足の状態であることか

ら、財政調整基金などの基金の取り崩しをせざるを得ない状況であり、厳しい編成状況となった。 

なお、市の人口推計では、生産年齢人口が減少に転じることに加え、高齢者人口は増加を続け

ることから、今後、扶助費は増加するが、税収の伸びは見込めないといった厳しい財政状況が続

くことが予想される。市の限られた財源において真に必要な事業を効果的・効率的に行うために

は、「何をするか」だけではなく、市民等と行政間における双方向の情報発信・共有、限りある

資源の有効活用による持続可能な行財政運営、市民等の参加・協働により、「どのように進める

か」を意識し、行政経営改革を推進する必要があると捉えている。 

 

 

２ 平成２９年度予算編成方針について（平成２８年８月３１日付市長通知） 

（１）本市の財政状況及び財政見通し 

① 本市の財政状況 

 市では、歳入に見合った効果的で効率的な財政運営及び基金取崩しに頼らない健全な財政運営

を目指して、従前から行財政改革の推進と職員の意識改革を図ってきたところである。 
平成２７年度決算においては、財政の健全性を示す健全化判断比率である実質赤字比率、連結

実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率は、いずれも早期健全化判断基準を下回った。

また、財政構造の弾力性を示す経常収支比率においても前年度比２.９ポイント減の８８.６％と

なり、平成１３年度以降急激に悪化し９０％台が続いていたが、継続的に財政健全化への取組み

を続けたことで、平成１３年度以降初めて９０％台を割り、平成１７年度以後年々改善が図られ

ている。しかしながら、地方交付税などの依存財源に頼らなければならない状況に変わりはなく、

国の動向に左右される不安定な状況であることを十分認識する必要がある。予算編成過程におい

ては、関係府省庁からの情報収集に努め、国の動向について的確に把握した上で、適切な対応を

図ることが不可欠である。 
 また、第５次総合計画前期基本計画の着実な推進を図るとともに、現在策定中である公共施設
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等総合管理計画に基づく公共施設等の大規模改修等に対応していく必要がある。 
 今後、市の運営において、人口減少や本格的な少子高齢化社会の到来など未だ経験したことの

ない様々な財政需要に対応し、計画の 終年度である平成３７年度末時点で財政調整基金の適正

規模とされる約１０億円を確保するため、選択と集中により身の丈に合った行財政構造の構築に

努める必要がある。 
 

② 平成２９年度の財政見通し 

 歳入面では、市の歳入の根幹をなす市税収入は、新築家屋の増加に伴う固定資産税の増収など

で、市税全体としては、平成２８年度当初予算額を若干であるが上回る見込みである。また、地

方交付税や臨時財政対策債は、現時点では国の動向が不透明であるが、平成２８年度の算定状況

や市の税収増に伴い減収が見込まれ、平成２９年度の一般財源全体としては、平成２８年度と同

等の歳入になると見込まれる。 
一方、歳出面では、大規模な施設整備事業として、市役所庁舎整備事業が継続していること、

高齢化の進展による扶助費（社会保障費）の増加、実施計画事業の増など歳出全体としても、平

成２８年度以上の歳出になると見込まれる。 
したがって、平成２９年度当初予算においては、平成２８年度当初予算編成時同様に財源不足

が見込まれ、引き続き厳しい状況となると捉えており、各部において事業を精査し、身の丈に合

った予算編成をしなければならない。 
 

（２）予算編成の基本方針 

平成２９年度は第５次総合計画前期基本計画の２年目であり、基本構想に掲げる市の将来像

「ときめきとみどりあふれる快活都市」の実現に向け、計画事業の取組みを更に深めていかなけ

ればならない。そのためには、市の財政状況を踏まえ、選択と集中のもと創意工夫と柔軟な発想

を持って、前例にとらわれることなく、以下の項目に十分留意し予算編成作業に取り組むことと

する。 

 

① 第５次総合計画 

総合計画においては、「ときめきとみどりあふれる快活都市」を将来像とし、この将来像を実

現するために３つの重点戦略「若い世代定住プロジェクト」、「みどり活用プロジェクト」、

「拠点創造プロジェクト」を掲げている。この重点戦略は、市の厳しい財政状況を踏まえながら

も、持続可能なまちづくりを進めていくために、今後、優先的・重点的に力を入れて取り組まな

ければならない事業を明確化するために定めたものである。また、重点戦略に基づく施策は、庁

内横断的な要素が含まれており、単独の課等のみで取り組むのではなく、複数の課等が連携して

事業を展開することにより、相乗効果を発揮して事業効果と効率性を高めていくことが重要であ

り、平成２９年度当初予算の編成に当たっては、重点戦略に基づく事業に優先的・重点的に予算

を配分することとする。 

 

② 行政経営改革 

行政経営改革においては、市民の満足度の向上のため、民間の優れた経営理念や手法を積極的

に取り入れながら、成果に重点を置いて、市民にとって 適な施策・事業を選択していく行政経

営の視点から改革に取り組むこととし、行政経営有識者会議を設置し、行政サービスのあり方、

公共施設等のあり方、協働による行政運営のあり方などを定める「行政経営指針」の策定を進め
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ている。 

また、行政経営指針の策定と併せ、市が所有する公共施設等の全体の状況を把握し、市を取り

巻く現況及び将来の見通し分析することで公共施設等の管理の基本的な方針を定める「公共施設

等総合管理計画」の策定を進めている。 

行政経営指針や公共施設等総合管理計画策定後は、これらに基づき計画的、横断的に行政経営

改革を進めていくが、平成２９年度は現行の行政改革大綱を踏襲し、さらに次の事項について行

政経営改革として推進していくこととする。 

行政経営指針については現在策定中ではあるが、行政経営有識者会議での検討内容をもとに先

行して取り組めるものについては取り入れること。 

 

・公共施設等の新設及び大規模改修等への対応 

 現在、市が所有する公共施設等の全体の状況を把握し、市を取り巻く現況及び将来の見通しを

分析し、これを踏まえた公共施設等の管理の基本的な方針を定める「公共施設等総合管理計画」

を平成２８年度中に策定し、平成２９年度以降に個別施設計画を策定する。 

公共施設等の整備については、当該計画との整合性を図る必要があることから、平成２９年度

当初予算要求に当たっては、実施計画事業を除き、公共施設等の新設及び大規模改修等の予算要

求は、原則として凍結すること。 

 なお、個別施設計画については、公共施設等総合管理計画に基づき、早急に策定する必要があ

ることから、平成２９年度当初予算要求に当たっては個別施設計画の策定に要する経費について

積極的に検討すること。 
 

・アウトソーシングの推進 

 事務事業のアウトソーシングは、複雑・多様化する市民ニーズに的確に応え、行政サービス水

準の向上とともに、財政負担を軽減することが期待できるものであり、行政経営改革の有効な手

段である。 

 ついては、アウトソーシングを積極的に推進し、効率的な行財政運営に努めること。 

 

・「白井KAIZEN運動」の徹底 

 平成２７年度から実施している「白井KAIZEN運動」は、自らの仕事をより快適に、より効率

的にする「仕事の改善」を進めるために実施するものであるので、予算要求においてもそのマイ

ンドを積極的に取り入れること。 

 

（３）平成２９年度予算編成作業について 

各部課においては、事務事業の構築にあたり、限られた行政資源のもと、これまで取り組んで

きた「選択と集中」によるマネジメントがさらに求められる。そのためには、職員一人ひとりが

将来に対する危機意識を強く持ち、限られた財源の中で、 大の効果を上げるための創意工夫を

凝らし、各事務事業ベースで抜本的な見直しを図り、予算要求に臨む必要がある。 

各課で解決できない課題については、部内はもとより部を超えた連携を一層図るため、部長間

による協議を実施し、市全体を見据えた庁内横断的な予算編成を実施する。 

また、第５次総合計画における視点を重視するとともに、行政経営改革課における行政経営改

革を注視し、改善の取り入れやこれまでの事務事業評価を含め、選択と集中による厳しい事業精

査を行い、今後の白井市の姿を見据え身の丈に合った予算となるようにする。そのため、平成 
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２９年度予算編成に当たっては以下のとおり作業にあたること。 

１）予算要求段階から部長職による部内調整を十分発揮すること。 

２）各部長等は予算要求のシステム入力までに、部内複数課において類似している事業の精

査を行うなど、これまでの前例に踏襲されることなく、事業の精査・見直しを十分に行う

こと。 

 

① 歳入の取組み 

 事業の財源については、先進自治体の取組みや事例を参考に、歳入獲得手段について広く検討

を行い、柔軟な発想で、これまで以上に財源の確保に努めることとし、次の事項に取り組まれた

い。 

 

自主財源の確保 

自主財源の根幹をなす市税については、課税客体を確実に捕捉し、公正公平な賦課に努め

るとともに、徴収率については、わずかずつ向上の傾向がみられるが、さらなる向上に向け

て取り組むこと。 

また、上下水道料金、保育料、給食費等についても、徴収率のさらなる向上に向けて取り

組むこと。特に、滞納に対しては、現年度分については早期に対応し滞納の発生を未然に防

止するとともに、滞納繰越分については可能な限り滞納整理手法による徴収努力を尽くすこ

と。 

 

国・県補助金、使用料・手数料などの特定財源の確保 

   国の補助事業については、平成２８年度に予定されていた一部の事業で国庫補助金が削減

されるなどの状況から、当初計画していた事業計画の見直しを余儀なくされ、一部の事業で

は市債の追加や一般財源による財源振替という不測の事態が生じた。このことから、国及び

県の予算編成や補助制度の動向を注視するとともに、他団体の補助制度の活用事例を情報収

集し、補助対象となるものは積極的に活用するとともに、補助制度の変更等に的確に対応し、

漏れのないように補助要望し、可能な限り特定財源の確保に努めること。 

また、補助事業であることを理由に安易に事業採択を行い、結果として多額の一般財源の

持ち出しを招かぬよう留意すること。 

なお、補助の打ち切り、負担・補助割合の変更等があった場合は、必ず事業の打ち切り、

縮小を行うこと。 

   使用料・手数料については、負担の公平性確保や受益者負担の原則に則り、サービスに応

じた適正な水準での設定・見直しに努め、負担の適正化を図ること。 

 

② 歳出の取組み 

歳出予算の取り組みについては、事務事業の見直しを徹底することとする。 

そのためには、日頃からコスト意識を強く持ち、市民ニーズの的確な把握を徹底するとともに、

創意工夫と柔軟な発想を持って、市民サービスの向上を図りながら、費用対効果や効率性などを

見極め、経費や事務の無駄を省くことを心がけることが重要である。 

 部課長はマネジメント力を発揮し部課内の主体性・自主性を持って、次の事項に取り組まれた

い。 
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自己査定の徹底 

   部単位で、事業内容を精査し、事業の優先順位付けを明確にし、事業費や事務量の抑制を

図るため、前年度と同様の事業であっても、事業内容を徹底的に見極め、積算根拠を明確に

して要求すること。 

 

事業の見直しの徹底 

市民ニーズや事務事業評価・事業仕分け結果などを十分検証し、所期の目的を達成した事

業や成果が上がっていない事業、コストに見合う成果が出ていない事業、社会的に必要性が

低下した事業は、次の事項に留意し、事業に係るコストと成果を一から検証し、廃止や縮小、

凍結などの見直しを徹底すること。 
  ・前例にとらわれることなく、長年措置されている予算については、所期の効果が上がって 

いるか、効率的であるかを十分検討すること。 
  ・各課の類似事業については、各課・各部の垣根を越えて、内容を十分調整し、統廃合を検 

討すること。 

  ・事業の委託先や実施主体が固定化していないか、助成制度や補助金制度が硬直化していな

いかを十分検証し、委託先や実施主体の選定の必然性及び制度そのものの必要性などを検

討すること。 
・国・県からの財政支援が廃止又は縮小となった事業は、事業見直しの好機と捉え、漫然と

市の単独事業として継続することなく、事業自体の在り方から見直すこと。 

・事業の実施主体などを見直し、民間やＮＰＯ法人、市民が実施した方が良い事業は、それ

らの団体等に任せるとともに、協働できる事業は協働事業として進めること。また、経費

の節減が図れる部分はないか精査すること。 

・新規事業については、安易な特定財源の確保だけに満足することなく、事業継続に係る将

来負担を十分に考慮し検討すること。 

・効果の見込めない事業については、市民理解を得ながら事業の廃止又は縮小に努めること。 
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３ 当初予算規模 

 当初予算編成方針に基づき編成を行った結果、各会計における当初予算の規模は以下のとおり

となった。 

 

・一般会計及び特別会計 （単位：千円、％）

区  分 平成２９年度当初 平成２８年度当初 増減額 伸 率 

一  般  会  計 20,386,210 20,100,652 285,558 1.4

特
別
会
計 

国民健康保険事業勘定 7,226,296 7,283,056 -56,760 -0.8

介護保険保険事業勘定 3,453,329 3,515,473 -62,144 -1.8

後期高齢者医療 589,160 564,720 24,440 4.3

下水道事業 1,060,019 999,634 60,385 6.0

学校給食共同調理場事業 573,609 568,174 5,435 1.0

小  計 12,902,413 12,931,057 -28,644 -0.2

合    計 33,288,623 33,031,709 256,914 0.8

 

・水道事業会計（公営企業）                                （単位：千円、％） 

区  分 平成２９年度当初 平成２８年度当初 増減額 伸 率 

水
道
事
業 

収益的収入 506,897 484,568 22,329 4.6

収益的支出 506,897 484,568 22,329 4.6

資本的収入 1,003,205 537,569 465,636 86.6

資本的支出 1,048,684 563,312 485,372 86.2

 

 

４ 当初予算（一般会計）の状況  

（１）概況 

 一般会計当初予算の規模は、庁舎整備工事や橋梁修繕工事、水路改修工事などの普通建

設事業費が前年度と比較して減額となった一方で、庁舎移転に伴う庁舎移転業務委託料、

電算委託料や事務用・管理用備品購入費などの物件費、保育所入所児童委託料、障害児通

所等給付費や医療扶助などの扶助費のほか、小中学校大規模改修工事に係る公債費などが

増額となったことにより、対前年度比１．４％増の２０３億８，６２１万円となった。 
 
 （参考） 
・国家予算の伸び（一般会計）    ０．８％増（平成２９年度予算政府案） 
・地方財政計画の伸び（通常収支分） １．０％増（平成２８年１２月２２日付け、総務省自治

財政局平成２９年度地方財政対策の概要） 
・千葉県予算の伸び（一般会計）   ４．９％減（平成２９年度県骨格予算案） 
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（２） 歳入 

  【款別】                             （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

伸 率
当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ 

１．市税 9,051,664 44.4 8,946,075 44.5 105,589 1.2

 ２．地方譲与税 111,500 0.6 113,800 0.6 -2,300 -2.0

 ３．利子割交付金 10,000 0.0 10,000 0.0 0 0.0

 ４．配当割交付金 64,000 0.3 70,000 0.3 -6,000 -8.6

 ５．株式等譲渡所得割交付金 60,000 0.3 50,000 0.2 10,000 20.0

 ６．地方消費税交付金 904,000 4.4 947,000 4.7 -43,000 -4.5

 ７．ゴルフ場利用税交付金 27,000 0.1 26,000 0.1 1,000 3.8

 ８．自動車取得税交付金 42,000 0.2 33,000 0.2 9,000 27.3

 ９．地方特例交付金 61,995 0.3 53,565 0.3 8,430 15.7

１０．地方交付税 986,000 4.9 1,017,000 5.1 -31,000 -3.0

１１．交通安全対策特別交付金 6,500 0.0 6,500 0.0 0 0.0

１２．分担金及び負担金 347,713 1.7 298,636 1.5 49,077 16.4

１３．使用料及び手数料 120,013 0.6 120,953 0.6 -940 -0.8

１４．国庫支出金 2,794,978 13.7 2,564,108 12.8 230,870 9.0

１５．県支出金 1,080,716 5.3 1,061,198 5.3 19,518 1.8

１６．財産収入 2,015 0.0 2,553 0.0 -538 -21.1

１７．寄附金 10,000 0.0 10,000 0.0 0 0.0

１８．繰入金 871,838 4.3 443,653 2.2 428,185 96.5

１９．繰越金 200,000 1.0 200,000 1.0 0 0.0

２０．諸収入 483,158 2.4 495,371 2.5 -12,213 -2.5

２１．市債 3,151,120 15.5 3,631,240 18.1 -480,120 -13.2

合    計 20,386,210 100.0 20,100,652 100.0 285,558 1.4

 

【市税の内訳】                                                         （単位：千円、％） 

税    目 
当初予算額 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸 率

平成２９年度 Ａ 平成２８年度 Ｂ 

１．市民税 4,353,606 4,410,736 -57,130 -1.3

   うち個人 3,932,314 3,989,164 -56,850 -1.4

   うち法人 421,292 421,572 -280 -0.1

２．固定資産税 3,650,144 3,521,345 128,799 3.7

 
うち固定資産税 3,630,596 3,502,033 128,563 3.7

うち国有資産等所在市町村交付金 19,548 19,312 236 1.2

３．軽自動車税 95,944 82,719 13,225 16.0

４．市たばこ税 392,120 386,234 5,886 1.5

５．都市計画税 559,850 545,041 14,809 2.7

合    計 9,051,664 8,946,075 105,589 1.2
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 【財源内訳】                           （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

伸 率
当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ 

自
主
財
源 

 １．市税 9,051,664 44.4 8,946,075 44.5 105,589 1.2

 ２．分担金及び負担金 347,713 1.7 298,636 1.5 49,077 16.4

 ３．使用料及び手数料 120,013 0.6 120,953 0.6 -940 -0.8

 ４．財産収入 2,015 0.0 2,553 0.0 -538 -21.1

 ５．諸収入 483,158 2.4 495,371 2.5 -12,213 -2.5

 ６．その他 1,081,838 5.4 653,653 3.2 428,185 65.5

小  計（１～６） 11,086,401 54.5 10,517,241 52.3 569,160 5.4

依
存
財
源 

 ７．地方交付税 986,000 4.8 1,017,000 5.1 -31,000 -3.0

 ８．国庫支出金 2,794,978 13.7 2,564,108 12.8 230,870 9.0

 ９．県支出金 1,080,716 5.3 1,061,198 5.3 19,518 1.8

１０．市債 3,151,120 15.5 3,631,240 18.1 -480,120 -13.2

１１．その他 1,286,995 6.2 1,309,865 6.4 -22,870 -1.7

小  計（７～１１） 9,299,809 45.5 9,583,411 47.7 -283,602 -3.0

合    計 20,386,210 100.0 20,100,652 100.0 285,558 1.4

※注「自主財源（その他）」…寄附金、繰入金、繰越金 

   「依存財源（その他）」…地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、 

                  地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、 

                  地方特例交付金、交通安全対策特別交付金 

 

① 市税 

  歳入の根幹をなす市税のうち、個人市民税は、平成２８年度の課税実績等を考慮し、前年度

比１．４％減の３９億３，２３１万４千円を計上した。法人市民税は、課税実績などを 
考慮し、前年度比０．１％減の４億２，１２９万２千円を計上した。 
固定資産税については、新築家屋の増加などによる増収を見込み、前年度比３．７％増の 

３６億５，０１４万４千円を計上した。 
市税全体としては、前年度比１．２％増の９０億５，１６６万４千円を計上した。 
 

② 地方譲与税 
  地方譲与税は、地方揮発油譲与税及び自動車重量譲与税で、平成２８年度の交付状況や国の

地方財政収支見通しなどから、前年度比２．０％減の１億１，１５０万円を計上した。 
 
③ 利子割交付金 

  利子割交付金は、県民税利子割の一部について県から交付されるもので、平成２８年度の交

付状況や県の交付金見込額などから、前年度同額の１，０００万円を計上した。 
 
④ 配当割交付金 

  配当割交付金は、県民税配当割収入額の一部について県から交付されるもので、平成２８年

度の交付状況や県の交付金見込額などから、前年度比８．６％減の６，４００万円を計上した。 
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⑤ 株式等譲渡所得割交付金 

  株式等譲渡所得割交付金は、県民税株式等譲渡所得割収入額の一部について県から交付され

るもので、平成２８年度の交付状況や県の交付金見込額などから、前年度比２０％増の 
６，０００万円を計上した。 

 
⑥ 地方消費税交付金 

  地方消費税交付金は、地方消費税の一部について県から交付されるもので、平成２８年度の

交付状況や県の交付金見込額などから、前年度比４．５％減の９億４００万円を計上した。 
 
⑦ ゴルフ場利用税交付金 

  ゴルフ場利用税交付金は、ゴルフ場利用税収入額の一部について県から交付されるもので、

平成２８年度の交付状況や県の交付金見込額などから、前年度比３．８％増の２，７００万円

を計上した。 
 
⑧ 自動車取得税交付金 

  自動車取得税交付金は、県自動車取得税収入額の一部について県から交付されるもので、平

成２８年度の交付状況や県の交付金見込額などから、前年度比２７．３％増の４，２００万円

を計上した。 
 
⑨ 地方特例交付金 

  地方特例交付金は、住宅借入金等特別税額控除に係る減収補てん特例交付金で、平成２８年

度の交付状況や国の地方財政収支見通しなどから、前年度比１５．７％増の６，１９９万５千

円を計上した。 
 
⑩ 地方交付税 

  地方交付税は、平成２８年度の交付状況、平成２９年度の市税の見込及び財政需要額 
などを総合的に検討した結果、前年度比３．０％減の９億８，６００万円を計上した。 

 
⑪ 交通安全対策特別交付金 

  交通安全対策特別交付金は、平成２８年度の交付状況から、前年度と同額の６５０万円を計上

した。 
 
⑫ 分担金及び負担金 

  分担金及び負担金は、学童保育所運営業務委託の見直しに伴う学童保育所運営費負担金の増

額などを見込み、前年度比１６．４％増の３億４，７７１万３千円を計上した。 
 
⑬ 使用料及び手数料 

 使用料及び手数料は、平成２８年度実績を考慮し、前年度比０．８％減の１億２，００１万

３千円を計上した。 
 

⑭ 国・県支出金 

  国庫支出金は、補助事業を実施しないことにより保育所等整備交付金などの減額がある一方、
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新たに公立中学校施設整備費国庫負担金（中学校校舎増築工事）を計上したほか、子どものた

めの教育・保育給付費負担金や子ども・子育て支援交付金、障害者自立支援給付費負担金、障

害児入所給付費等負担金、社会資本整備総合交付金（市役所庁舎整備事業）などを増額したこ

となどにより、前年度比９．０％増の２７億９，４９７万８千円を計上した。 
 また、県支出金は、重度心身障害者医療費助成補助金のほか、参議院議員選挙及び千葉県知

事選挙の実施年度でないことによる参議院議員選挙執行経費市町村交付金、千葉県知事選挙執

行委託金の減額がある一方、子ども・子育て支援交付金や子どものための教育・保育給付費負

担金などの増額により、前年度比１．８％増の１０億８，０７１万６千円を計上した。 
 
⑮ 財産収入 

  財産収入は、財政調整基金や公共施設整備保全基金の利子収入の減額などにより、前年度比

２１．１％減の２０１万５千円を計上した。 
 
⑯ 寄附金 

寄附金は、平成２８年度の寄附の状況から、前年度と同額の１，０００万円を計上した。 

 

⑰ 繰入金  

  繰入金は、市税の増収や市役所庁舎整備事業及び市道維持修繕に要する経費などの大規模事

業に係る国庫支出金など財源を確保したものの、歳出事業の増額による財源不足に対応するた

め、財政調整基金の繰入金を前年度比３８．２％増の５億８１３万９千円を計上した。 
  このほか、主に心身障害者通所助成金の財源として社会福祉事業推進基金繰入金を、主に庁

舎整備工事の財源として公共施設整備保全基金繰入金などを計上しており、繰入金合計で前年

度比９６．５％増の８億７，１８３万８千円を計上した。 
 
⑱ 市債 

  市債は、市役所庁舎整備事業や水路改修事業などの実施に伴う起債の減額により、前年度比

１３．２％減の３１億５，１１２万円を計上した。 
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（３） 歳出 

【目的別歳出】                         （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

伸 率
当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 B 構成比 Ａ－Ｂ 

 １．議会費 199,248 1.0 209,253 1.0 -10,005 -4.8

 ２．総務費 4,536,760 22.3 4,589,188 22.8 -52,428 -1.1

 ３．民生費 7,301,156 35.8 7,306,749 36.4 -5,593 -0.1

 ４．衛生費 1,850,792 9.1 1,687,582 8.4 163,210 9.7

 ５．農林水産業費 119,739 0.6 126,292 0.6 -6,553 -5.2

 ６．商工費 108,332 0.5 109,674 0.6 -1,342 -1.2

 ７．土木費 1,352,162 6.6 1,384,517 6.9 -32,355 -2.3

 ８．消防費 1,198,164 5.9 1,153,617 5.7 44,547 3.9

 ９．教育費 2,141,906 10.5 2,059,070 10.3 82,836 4.0

１０．災害復旧費 2 0.0 2 0.0 0 0.0

１１．公債費 1,537,930 7.5 1,434,586 7.1 103,344 7.2

１２．諸支出金 19 0.0 122 0.0 -103 -84.4

１３．予備費 40,000 0.2 40,000 0.2 0 0.0

合    計 20,386,210 100.0 20,100,652 100.0 285,558 1.4

① 議会費 

議会費は、主に一般職員人件費の減額により、前年度比４．８％減の１億９，９２４万８千

円を計上した。 
 

② 総務費 

総務費は、ファイリングシステム導入に係る消耗品費及び備品購入費（文書管理に要する経

費）、公共施設保全工事監理業務委託料及び公共施設保全工事（公共施設保全管理に要する経

費）、使用料及び賃借料（電算維持管理に要する経費）、電算委託料（庁舎整備に伴うネット

ワークの構築事業）、広報紙ポスティング委託料（広報に要する経費）などを増額しているこ

とに加え、新たにシティプロモーション業務委託料（白井市ＰＲに要する経費）や庁用車購入

に係る備品購入費（庁用車管理に要する経費）を計上しているものの、庁舎減築改修棟に係る

庁舎整備工事監理業務委託料及び庁舎整備工事が庁舎新築棟に係る工事関連経費（平成２８年

度）と比較して減額となること（庁舎整備事業）や、参議院議員選挙に要する経費及び千葉県

知事選挙に要する経費が不要となることにより、前年度比１．１％減の４５億３，６７６万円

を計上した。 
 
③ 民生費 

民生費は、対象者の増などにより指定障害福祉サービス費（自立支援給付に要する経費）や

障害児通所等給付費(障害児通所支援等給付に要する経費)のほか、学童保育所運営業務委託の

見直しに伴う放課後児童健全育成事業委託料（放課後児童健全育成に要する経費）、私立保育

所入所児童委託料（私立保育所等入所児童に要する経費）などを増額しているものの、私立保

育園施設整備費補助金（待機児童対策事業）及び家庭的保育事業運営費補助金（家庭的保育事

業）を実施しないことなどの減額により、前年度比０．１％減の７３億１１５万６千円を計上

した。 
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④ 衛生費 

衛生費は、印西地区環境整備事業組合負担金（火葬場・斎場・墓園に要する経費）などを減

額しているものの、みどりと歴史文化の魅力づくり事業、森のグラウンドワーク推進事業、公

営企業への補助及び出資に要する経費などを増額していることに加え、新たにＢ型肝炎の個別

接種に係る予防接種委託料（感染症予防に要する経費）、前立腺がんの個別検診に係る検診委

託料（健（検）診事業）、畜犬登録管理システム導入に係るシステム使用料（畜犬対策に要す

る経費）を計上したことなどにより、前年度比９．７％増の１８億５，０７９万２千円を計上

した。 
 

⑤ 農林水産業費 

農林水産業費は、青年就農給付金（担い手育成支援に要する経費）や手賀沼土地改良区農道

維持管理事業負担金（農業用施設等の資源保全に要する経費）などを増額しているものの、 

印刷製本費（農産物ブランド化推進事業）、新輝けちばの園芸産地整備支援事業補助金（農業

生産技術・経営改善支援事業）、市民農園土地賃借料（農業・農村交流事業）などの減額に 

より、前年度比５．２％減の１億１，９７３万９千円を計上した。 

 
⑥ 商工費 

商工費は、企業立地奨励金（企業誘致推進事業）などを増額しているものの、中小企業融資

金利子補給費補助金（中小企業活性化支援事業）などの減額により、前年度比１．２％減の 
１億８３３万２千円を計上した。 

 
⑦ 土木費 

土木費は、道路維持工事・排水設備工事・道路修繕工事・道路附属物改修工事（市道維持修

繕に要する経費）、道路新設改良工事（道路環境整備事業）、用地等買収費・補償金（工業団

地アクセス道路整備事業）、測量設計委託料・不動産鑑定等委託料・物件調査委託料・用地等

買収費・補償金（市道新設改良事業）、公園施設安全点検委託料及び高木剪定委託料（都市公

園等維持管理に要する経費）などを増額していることに加え、都市計画変更図書等作成業務委

託料及び都市計画基本図作成業務委託料（都市計画総務事務に要する経費）などを計上してい

るものの、道路ストック点検委託料（市道維持修繕に要する経費）、道路新設改良工事（市道

新設改良事業）、橋梁点検業務委託料及び橋梁修繕工事（橋梁維持に要する経費）、水路改修

工事（水路維持改修事業）、保全緑地整備工事（特別保全緑地推進に要する経費）などの減額

により、前年度比２．３％減の１３億５，２１６万２千円を計上した。 

 

⑧ 消防費 

消防費は、印西地区消防組合負担金、費用弁償（消防団事業に要する経費）などを減額して

いるものの、消火栓設置・維持管理費負担金（消防水利に要する経費）や非常用井戸保守点検

委託料及び非常用井戸改修工事（地域防災力向上事業）などを増額していることに加え、新た

に消防センター建築工事監理業務委託料及び消防センター建築工事（消防施設維持管理に要す

る経費）やコンビニ用ＡＥＤ設置に係る機械器具賃借料・公共施設用ＡＥＤ設置に係る備品購

入費（救急用備品に要する経費）、庁舎移転に伴う防災行政無線設備移設工事及び震度情報ネ

ットワークシステム設備移設工事（防災行政無線維持管理に要する経費）などを計上している

ことにより、前年度比３．９％増の１１億９，８１６万４千円を計上した。 
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⑨ 教育費 

教育費は、賃金（補助教員配置事業及び図書館サービス推進事業）、施設管理委託料（社会

体育施設管理運営に要する経費）、備品購入費（図書館サービス推進事業）などを減額してい

るものの、七次台小学校の校舎増築実施設計委託料（小学校施設改修等に要する経費）、遊具

改修工事及び教室改修工事（中学校施設整備に要する経費）、システム使用料（教育の情報化

推進事業）、特別支援教育就学奨励費（小学校特別支援教育就学援助に要する経費及び中学校

特別支援教育就学援助に要する経費）、修繕費（社会体育施設管理運営に要する経費）などを

増額していることに加え、新たに体育館の非構造部材の耐震改修工事やプール循環機等改修工

事（小学校施設整備に要する経費）、大山口中学校の柔剣道場非構造部材の耐震改修に係る改

修実施設計委託料、同校図書室の増築に係る増築施工管理委託料及び中学校校舎増築工事（中

学校施設改修等に要する経費）、市民プールスライダー改修実施設計委託料（市民プール管理

運営に要する経費）、文化会館大ホール音響調整卓改修工事（文化会館管理運営に要する経費）

などを計上したことにより、前年度比４．０％増の２１億４，１９０万６千円を計上した。 

 

⑩ 公債費 

公債費は、平成４年度以降に借り入れた各事業に係る地方債の利子の額が減少しているもの

の、近年借り入れた小中学校大規模改修事業に係る地方債の元金の償還が始まることから、 
前年度比７．２％増の１５億３，７９３万円を計上した。 

 
⑪ 諸支出金 

諸支出金は、土地開発基金への繰出金が減額となったことから、前年度比８４．４％減の 
１万９千円を計上した。 
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【性質別歳出】                           （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

伸 率
当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ 

 １．人件費 3,261,399 16.0 3,361,008 16.7 -99,609 -3.0

  うち職員給 2,282,808 11.2 2,365,389 11.6 -82,581 -3.5

 ２．扶助費 4,464,973 21.9 4,372,258 21.8 92,715 2.1

 ３．公債費 1,537,930 7.5 1,434,586 7.1 103,344 7.2

義務的経費 小計（１～３） 9,264,302 45.4 9,167,852 45.6 96,450 1.1

 ４．物件費 2,838,128 13.9 2,683,965 13.3 154,163 5.7

 ５．維持補修費 62,320 0.3 62,748 0.3 -428 -0.7

 ６．補助費等 2,467,731 12.1 2,450,425 12.2 17,306 0.7

 ７．積立金 10,015 0.1 10,333 0.1 -318 -3.1

 ８．投資及び出資金 327,511 1.6 177,811 0.9 149,700 84.2

９．貸付金 38,000 0.2 38,000 0.2 0 0.0

１０．繰出金 1,759,947 8.6 1,741,448 8.7 18,499 1.1

１１．普通建設事業費 3,578,254 17.6 3,728,068 18.3 -149,814 -4.0

  うち補助事業費 1,233,386 6.1 736,231 3.6 497,155 67.5

  うち単独事業費 2,344,868 11.5 2,991,837 14.7 -646,969 -21.6

１２．災害復旧費 2 0.0 2 0.0 0 0.0

１３．予備費 40,000 0.2 40,000 0.2 0 0.0

合    計 20,386,210 100.0 20,100,652 98.6 285,558 1.4

主な区分の内容 

① 人件費 

人件費は、平成２８年度に在籍する職員の給与関係経費や常勤特別職等の給与、非常勤特別

職の報酬などで、前年度比３．０％減の３２億６，１３９万９千円を計上した。 
 

② 扶助費 

扶助費は、放課後児童健全育成事業委託料（放課後児童健全育成に要する経費）、障害者グ

ループホーム等入居者家賃助成金及び重度心身障害者医療費助成金（障がい者福祉総務事務に

要する経費）、指定障害福祉サービス費や児童手当、障害児通所等給付費、児童扶養手当、生

活保護費、私立幼稚園就園奨励費補助金、保育所入所児童委託料、私立保育園運営費補助金、

子ども医療費及び臨時福祉給付金など、前年度比２．１％増の４４億６，４９７万３千円を計

上した。 
 

③ 物件費 

物件費は、各施設の光熱水費や電算委託料、予防接種委託料、各種検診委託料、公園緑地等

管理委託料、広報紙ポスティング委託料（広報に要する経費）、臨時職員等賃金などのほか、

シティプロモーション業務委託料（白井市ＰＲに要する経費）、道路台帳データ作成委託料

（道路橋梁総務事務に要する経費）など、前年度比５．７％増の２８億３，８１２万８千円を

計上した。 
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④ 補助費等 

補助費等は、一部事務組合への負担金や各種負担金・補助金などのほか、市内において親

世帯と同居又は近居をしようとする子育て世帯等を対象とした近居推進事業補助金、個人番

号カード等関連委任事務交付金及びコンビニ交付システム利用負担金（住民基本台帳事務に

要する経費）、住宅用省エネルギー設備等導入促進事業補助金（省資源・省エネルギー推進

事業）、水道総合対策補助金（公営企業への補助及び出資に要する経費）など、前年度比 
０． ７％増の２４億６，７７３万１千円を計上した。 

 
⑤ 普通建設事業費 

普通建設事業費は、公民センターの空調設備及び受水槽等改修工事、文化センター及び福祉

センターの高圧引込線等改修工事、清水口保育園給湯器交換工事などの公共施設保全工事や公

共施設保全工事監理業務委託料（公共施設保全管理に要する経費）、用地等買収費や補償金

（工業団地アクセス道路整備事業）、遊具改修工事（小学校施設整備に要する経費及び中学校施

設整備に要する経費）、文化センター身障者用トイレ自動扉改修工事及び空調用自動制御装置

修繕工事（文化センター管理運営に要する経費）、大ホール音響調整卓改修工事（文化会館管

理運営に要する経費）、水道事業会計への投資及び出資金（公営企業への補助及び出資に要す

る経費）などを計上したものの、庁舎減築改修棟に係る庁舎整備工事監理業務委託料及び庁舎

整備工事が庁舎新築棟に係る工事関連経費（平成２８年度）と比較して減額となること（庁舎

整備事業）や道路ストック点検委託料（市道維持修繕に要する経費）、道路新設改良工事（市

道新設改良事業）、橋梁点検業務委託料及び橋梁修繕工事（橋梁維持に要する経費）、水路改

修工事（水路維持改修事業）などの減額により、前年度比４．０％減の３５億７，８２５万 

４千円を計上した。 

 

⑥ 公債費（再掲） 

公債費は、平成４年度以降に借り入れを行った各事業に係る地方債の利子の額が減少してい

るものの、近年借り入れた小中学校大規模改修事業に係る地方債の元金の償還が始まることか

ら、前年度比７．２％増の１５億３，７９３万円を計上した。 
 
⑦ 繰出金 

繰出金は、保険基盤安定に係る繰出金（国民健康保険特別会計事業勘定への繰出に要する経

費）、地域支援事業費の増額に伴う法定負担額（介護保険特別会計保険事業勘定への繰出に要

する経費）、保険基盤安定に係る繰出金（後期高齢者医療特別会計への繰出に要する経費） 

などの増額により、１．１％増の１７億５，９９４万７千円を計上した。 
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５ 当初予算（特別会計）の状況  

（１）国民健康保険特別会計事業勘定 

【概況】 

 国民健康保険特別会計事業勘定当初予算の規模は、保険給付費のうち一般被保険者療養給付

費等及び前期高齢者交付金について増額を見込む一方、退職者医療制度の終了後の経過措置に

よる退職被保険者療養給付費などの減額や、後期高齢者支援金等及び介護納付金の減額を見込

み、対前年度比０．８％減の７２億２，６２９万６千円となった。 

 

【歳入】                              （単位：千円、％） 

区      分 
平成 29 年度 平成 28 年度 増減額 

伸 率
当初予算額 Ａ 構成比（％） 当初予算額 Ｂ 構成比（％） Ａ－Ｂ 

１．国民健康保険税 1,641,066 22.7 1,686,434 23.2 -45,368 -2.7

２．国庫支出金 1,248,451 17.3 1,266,566 17.4 -18,115 -1.4

３．療養給付費等交付金 126,860 1.7 152,721 2.1 -25,861 -16.9

４．前期高齢者交付金 1,851,760 25.6 1,815,328 24.9 36,432 2.0

５．県支出金 355,819 4.9 353,948 4.9 1,871 0.5

６．共同事業交付金 1,561,774 21.6 1,565,356 21.5 -3,582 -0.2

７．財産収入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

８．繰入金 416,313 5.8 419,038 5.7 -2,725 -0.7

９．繰越金 20,001 0.3 20,001 0.3 0 0.0

１０．諸収入 4,251 0.1 3,663 0.0 588 16.1

合    計 7,226,296 100.0 7,283,056 100.0 -56,760 -0.8

① 国民健康保険税 

国民健康保険税は、平成２８年度の課税実績及び被保険者数等を考慮し、前年度比２．７％減の

１６億４，１０６万６千円を計上した。 

 

② 国庫支出金 

国庫支出金は、平成２８年度の交付状況などを考慮し、前年度比１．４％減の１２億 

４，８４５万１千円を計上した。 

 

③ 療養給付費等交付金 

療養給付費等交付金は、平成２８年度の交付状況などを考慮し、前年度比１６．９％減の 

１億２，６８６万円を計上した。 

 

④ 前期高齢者交付金 

前期高齢者交付金は、平成２８年度の交付状況などを考慮し、前年度比２．０％増の１８億

５，１７６万円を計上した。 

 

⑤ 県支出金 

県支出金は、平成２８年度の交付状況などを考慮し、前年度比０．５％増の３億５，５８１万

９千円を計上した。 
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⑥ 共同事業交付金 

共同事業交付金は、平成２８年度の交付状況などを考慮し、前年度比０．２％減の１５億 

６，１７７万４千円を計上した。 

 

⑦ 繰入金 

繰入金は、一般会計からの保健基盤安定繰入金など法定繰入金を見込み、前年度比 

０．７％減の４億１，６３１万３千円を計上した。 

 

⑧ 諸収入 

諸収入は、国保税の滞納に伴う延滞金などを見込み、前年度比１６．１％増の４２５万 

１千円を計上した。 

 

【歳出】                              （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸 率

当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 Ｂ 構成比 

 １．総務費 108,390 1.5 112,170 1.5 -3,780 -3.4

 ２．保険給付費 4,309,735 59.7 4,308,662 59.2 1,073 0.0

 ３．後期高齢者支援金等 859,722 11.9 902,175 12.4 -42,453 -4.7

 ４．前期高齢者納付金等 635 0.0 640 0.0 -5 -0.8

 ５．老人保健拠出金 36 0.0 36 0.0 0 0.0

 ６．介護納付金 316,511 4.4 332,640 4.6 -16,129 -4.8

 ７．共同事業拠出金 1,561,777 21.6 1,565,359 21.5 -3,582 -0.2

 ８．保健事業費 51,448 0.7 43,272 0.6 8,176 18.9

 ９．基金積立金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

１０．諸支出金 8,041 0.1 8,101 0.1 -60 -0.7

１１．予備費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

合    計 7,226,296 100.0 7,283,056 100.0 -56,760 -0.8

① 総務費 

総務費は、事務費や一般職員人件費に係るもので、平成２８年度の人員配置を基に積算した

結果、前年度比３．４％減の１億８３９万円を計上した。 
 

② 保険給付費 

保険給付費は、一般被保険者療養給付費などの増額及び退職被保険者療養給付費などの減額

を見込み、前年度比微増の４３億９７３万５千円を計上した。 
 

③ 後期高齢者支援金等 

後期高齢者支援金等は、後期高齢者医療制度費用の約４割を全国の国民健康保険者で負担す

るもので、平成２８年度の納付実績などを考慮し、前年度比４．７％減の８億５，９７２万 
２千円を計上した。 
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④ 前期高齢者納付金等 

前期高齢者納付金等は、６５歳以上の被保険者数の保険者に占める割合による医療費の調整

のため納付するもので、平成２８年度の納付実績などを考慮し、前年度比０．８％減の６３万

５千円を計上した。 
 
⑤ 老人保健拠出金 

老人保健拠出金は、老人医療制度に係る拠出金で、平成２８年度の拠出実績などを考慮し、

前年度同額の３万６千円を計上した。 

 
⑥ 介護納付金 

介護納付金は、国保加入者のうち４０歳以上６５歳未満の者の介護保険料で、平成２８年度

の納付実績などを考慮し、前年度比４．８％減の３億１，６５１万１千円を計上した。 
 

⑦ 共同事業拠出金 

共同事業拠出金は、高額医療費の発生が市町村国保財政に与える影響を緩和するため、 
全市町村が千葉県国保連合会に拠出するもので、平成２８年度の拠出実績などを考慮し、前年

度比０．２％減の１５億６，１７７万７千円を計上した。 
 

⑧ 保健事業費 

保健事業費は、データヘルス計画の実施に係る保健事業費を計上したことなどにより、前年

度比１８．９％増の５，１４４万８千円を計上した。 
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（２）介護保険特別会計保険事業勘定 

【概況】 

 介護保険特別会計保険事業勘定当初予算の規模は、平成２９年４月から地域包括支援センタ

ーの２カ所増設や介護予防・日常生活支援総合事業の利用者の増加に伴う事業費の増額を見込

む一方、介護予防の推進などによる介護保険給付費の減額を見込み、対前年比１．８％減の 

３４億５，３３２万９千円となった。 

 

【歳入】                             （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸 率

当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 Ｂ 構成比 

１．保険料 910,769 26.3 870,107 24.7 40,662 4.7

２．分担金及び負担金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

３．国庫支出金 618,191 17.9 630,049 17.9 -11,858 -1.9

４．支払基金交付金 903,143 26.2 931,022 26.5 -27,879 -3.0

５．県支出金 483,904 14.0 494,267 14.1 -10,363 -2.1

６．財産収入 20 0.0 50 0.0 -30 -60.0

７．繰入金 535,074 15.5 589,955 16.8 -54,881 -9.3

８．諸収入 2,226 0.1 21 0.0 2,205 10500.0

９．繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

合    計 3,453,329 100.0 3,515,473 100.0 -62,144 -1.8

① 保険料 

保険料は、被保険者数の増加に伴う増収を見込み、前年度比４．７％増の９億１，０７６万 

９千円を計上した。 

 

② 国庫支出金、支払基金交付金、県支出金及び繰入金 

国庫支出金、支払基金交付金、県支出金及び一般会計からの繰入金については、それぞれ法

定割合に基づき負担が求められるもので、事業費の減少に伴い減少した。 

内訳は、国庫支出金が前年度比１．９％減の６億１，８１９万１千円、支払基金交付金が前

年度比３．０％減の９億３１４万３千円、県支出金が前年度比２．１％減の４億８，３９０万

４千円、繰入金が前年度比９．３％減の５億３，５０７万４千円をそれぞれ計上した。 

 

③ 諸収入 

諸収入は、臨時職員の雇用保険負担金などのほか、新たに介護予防・日常生活支援総合事業

のケアマネジメント報酬２２１万９千円を見込み、合計で２２２万６千円を計上した。 
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【歳出】                             （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸 率 

当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 Ｂ 構成比 

１．総務費 108,945 3.2 109,863 3.1 -918 -0.8

２．保険給付費 3,122,853 90.4 3,266,936 92.9 -144,083 -4.4

３．財政安定化基金拠出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

４．地域支援事業費 214,823 6.2 132,817 3.8 82,006 61.7

５．基金積立金 703 0.0 52 0.0 651 1,251.9

６．諸支出金 1,004 0.0 804 0.0 200 24.9

７．予備費 5,000 0.2 5,000 0.2 0 0.0

合    計 3,453,329 100.0 3,515,473 100.0 -62,144 -1.8

① 総務費 

総務費は、人件費のほか、第７期高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定に伴う委託料など

を計上した。平成２８年度から２ヵ年の継続費を設定した計画策定については、平成２８年度

に意識調査を実施し、平成２９年度は本体計画の策定業務委託のみとなることから、前年度比

０．８％減の１億８９４万５千円を計上した。 

 

② 保険給付費 

保険給付費は、介護予防・日常生活支援総合事業の開始に伴い、給付費の一部を４款地域支

援事業費（１項介護予防・生活支援サービス事業費）へ移行したことなどによる保険給付費の

減少を見込み、前年度比４．４％減の３１億２，２８５万３千円を計上した。 
 

③ 地域支援事業費 

地域支援事業費は、介護予防・日常生活支援総合事業の開始に伴い、２款保険給付費の一部

を地域支援事業費へ移行したことや、地域包括支援センターを２カ所増設したことによる経費

の増額などにより、前年度比６１．７％増の２億１，４８２万３千円を計上した。 

 

④ 基金積立金 

基金積立金は、介護給付費準備基金への積立ての増額により、前年度比１２５１．９％増の

７０万３千円を計上した。 
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（３）後期高齢者医療特別会計 

【概況】 

 後期高齢者医療特別会計当初予算の規模は、医療費・被保険者数の増加傾向を背景とした 

後期高齢者医療保険料の増額とそれに伴う後期高齢者医療広域連合への納付金の増額を見込み、

対前年度比４．３％増の５億８，９１６万円となった。 

 

【歳入】                             （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸 率

当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 Ｂ 構成比 

１．後期高齢者医療保険料 488,844 83.0 466,755 82.7 22,089 4.7

２．繰入金 95,643 16.2 93,321 16.5 2,322 2.5

３．諸収入 4,672 0.8 4,643 0.8 29 0.6

４．繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

合    計 589,160 100.0 564,720 100.0 24,440 4.3

① 後期高齢者医療保険料 

後期高齢者医療保険料は、千葉県後期高齢者医療広域連合の積算に基づき、前年度比４．７％増

の４億８，８８４万４千円を計上した。 

 
② 繰入金 

繰入金は、一般会計からの繰入で、一般職員人件費の増額に伴う繰入金の増額により、前年

度比２．５％増の９，５６４万３千円を計上した。 
 

③ 諸収入 

諸収入は、保険料の滞納に伴う延滞金及び長寿健康事業補助金など、前年度比０．６％増の

４６７万２千円を計上した。 
 

【歳出】                             （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸 率

当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 Ｂ 構成比 

１．総務費 22,543 3.8 21,821 3.9 722 3.3

２．後期高齢者医療広域連合納付金 561,288 95.3 537,598 95.2 23,690 4.4

３．保健事業費 3,028 0.5 3,000 0.5 28 0.9

４．諸支出金 1,301 0.2 1,301 0.2 0 0.0

５．予備費 1,000 0.2 1,000 0.2 0 0.0

合    計 589,160 100.0 564,720 100.0 24,440 4.3

① 総務費 

総務費は、事務費や一般職員人件費に係るもので、平成２８年度の人員配置を基に積算した

結果、前年度比３．３％増の２，２５４万３千円を計上した。 
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② 後期高齢者医療広域連合納付金 

後期高齢者医療広域連合納付金は、後期高齢者医療制度に係る経費を負担するため納付する

もので、千葉県後期高齢者医療広域連合の積算に基づき、前年度比４．４％増の５億 
６，１２８万８千円を計上した。 

 
③ 保健事業費 

保健事業費は、後期高齢者医療被保険者に係る人間ドック等の受検費用助成のため、前年度

比０．９％増の３０２万８千円を計上した。 
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（４）下水道事業特別会計 

【概況】 

 下水道事業特別会計当初予算の規模は、市下水道計画等に基づく下水道管渠工事費、ストッ 

クマネジメント計画策定による施設の長寿命化対策費及び平成３２年度より地方公営企業法に 

よる会計へ移行するための準備費等の増額を見込み、対前年度比６．０％増の１０億 

６，００１万９千円となった。 

 

【歳入】                              （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸 率

当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 Ｂ 構成比 

１．分担金及び負担金 31,507 3.0 20,072 2.0 11,435 57.0

２．使用料及び手数料 708,374 66.8 710,041 71.0 -1,667 -0.2

３．国庫支出金 104,850 9.9 76,850 7.7 28,000 36.4

４．繰入金 76,557 7.2 67,170 6.7 9,387 14.0

５．繰越金 20,000 1.9 20,000 2.0 0 0.0

６．諸収入 31 0.0 1 0.0 30 3000.0

７．市債 118,700 11.2 105,500 10.6 13,200 12.5

合    計 1,060,019 100.0 999,634 100.0 60,385 6.0

① 分担金及び負担金 

分担金及び負担金は、オージーコートヴィレッジの公共下水道への接続に伴う分担金の増を 

見込み、前年度比５７．０％増の３，１５０万７千円を計上した。 

 

② 使用料及び手数料 

使用料及び手数料は、平成２８年度の収納状況を考慮し、前年度比０．２％減の 

７億８３７万４千円を計上した。 

 

③ 国庫支出金 

国庫支出金は、汚水・雨水排水施設整備事業費及び下水道施設維持管理事業費の増額に伴う

国庫補助金の増により、前年度比３６．４％増の１億４８５万円を計上した。 

 

④ 繰入金 

繰入金は、主に、千葉ニュータウン事業に係る下水道施設用地整備工事費及び下水道ストッ

クマネジメント計画策定委託費に伴う一般会計からの繰入金の増により、前年度比１４．０％ 

増の７，６５５万７千円を計上した。 

 

⑤ 諸収入 

諸収入は、東京電力の原子力発電所の事故に伴う賠償金の継続を見込み、前年度比 

３０００．０％増の３万１千円を計上した。 

 

⑥ 市債 

市債は、雨水排水施設整備事業費及び下水道事業法適化基本計画策定支援業務費の増額に伴 

 う起債の増により、前年度比１２．５％増の１億１，８７０万円を計上した。 
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【歳出】                               （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸 率 

当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 Ｂ 構成比 

１．下水道事業費 828,625 78.2 761,109 76.1 67,516 8.9

２．公債費 230,394 21.7 237,525 23.8 -7,131 -3.0

３．予備費 1,000 0.1 1,000 0.1 0 0.0

合    計 1,060,019 100.0 999,634 100.0 60,385 6.0

① 下水道事業費 

下水道事業費は、汚水・雨水排水施設整備事業費及び流域下水道・下水道施設維持管理事業

費の増により、前年度比８．９％増の８億２，８６２万５千円を計上した。 

 

② 公債費 

公債費は、下水道事業に係る市債の元利償還に基づき、前年度比３．０％減の２億３，０３９万 

４千円を計上した。 
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（５）学校給食共同調理場事業特別会計 

【概況】 

学校給食共同調理場事業特別会計当初予算の規模は、光熱水費が減額となったものの、児童

生徒数の増加及び電算システムの導入等により前年度と比較して増額となったことから対前年

度比１．０％増の５億７，３６０万９千円となった。 

 

【歳入】                             （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸 率 

当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 Ｂ 構成比 

１．事業収入 323,059 56.3 315,598 55.6 7,461 2.4

２．繰入金 249,714 43.5 251,744 44.3 -2,030 -0.8

３．繰越金 750 0.1 750 0.1 0 0.0

４．諸収入 86 0.1 82 0.0 4 4.9

合    計 573,609 100.0 568,174 100.0 5,435 1.0

① 事業収入 

事業収入は、児童生徒数の増加等に伴う学校給食費の増を見込み、前年度比２．４％増の 

３億２，３０５万９千円を計上した。 

 

② 繰入金 

繰入金は、給食事業に必要な経費を一般会計から繰り入れるもので、光熱水費の減額などに

より、前年度比０．８％減の２億４，９７１万４千円を計上した。 

 

 

【歳出】                               （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸 率 

当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 Ｂ 構成比 

１．総務費 46,802 8.2 43,938 7.7 2,864 6.5

２．事業費 523,807 91.3 521,236 91.7 2,571 0.5

３．予備費 3,000 0.5 3,000 0.6 0 0.0

合    計 573,609 100.0 568,174 100.0 5,435 1.0

① 総務費 

総務費は、電算システムの導入等に伴う委託料の増額により、前年度比６．５％増の 

４，６８０万２千円を計上した。 

 

② 事業費 

事業費は、児童生徒数の増加に伴う賄材料費の増額等により、前年度比０．５％増の５億 

２，３８０万７千円を計上した。 
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（６）水道事業会計（企業会計） 

【概況】 

水道事業当初予算の規模は、収益的収支においては、主に修繕費及び配水管洗浄作業業務委

託の増額により前年度比４．６％増の５億６８９万７千円となり、また資本的収支においては、

主に前年度から建設している、配水場建設関連の工事費及び委託費の増額を見込み、対前年度

比８６．２％増の１０億４，８６８万４千円となった。 

 

【収益的収支】                        （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸 率 

当初予算額 Ａ 当初予算額 Ｂ 

１．収益的収入 506,897 484,568 22,329 4.6

２．収益的支出 506,897 484,568 22,329 4.6

① 収益的収入 

収益的収入は、主に新規宅地開発の減少に伴う給水申込納付金の減を見込んだ一方、他会計

補助金、県補助金の増により、前年度比４．６％増の５億６８９万７千円を計上した。 

 

② 収益的支出 

収益的支出は、主に修繕費及び委託費の増により、前年度比４．６％増の５億６８９万７千円

を計上した。 

 

【資本的収支】                       （単位：千円、％） 

区    分 
平成２９年度 平成２８年度 増減額 

Ａ－Ｂ 
伸 率 

当初予算額 Ａ 当初予算額 Ｂ 

１．資本的収入 1,003,205 537,569 465,636 86.6

２．資本的支出 1,048,684 563,312 485,372 86.2

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額４，５４７万９千円は、過年度分損益 

勘定留保資金で補てんする。） 

 

① 資本的収入 

資本的収入は、前年度から建設している配水場建設関連工事費に係る企業債や国庫補助金の増に

より、前年度比８６．６％増の１０億３２０万５千円を計上した。 

 
② 資本的支出 

資本的支出は、前年度から建設している配水場建設関連工事費の増により、前年度比８６．２％増

の１０億４，８６８万４千円を計上した。 
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（１）予算規模及び歳入歳出の状況

　①予算規模
  【歳入】

市税 ９，０５１，６６４千円
地方交付税 　　９８６，０００千円
国県支出金 ３，８７５，６９４千円
繰入金 　　８７１，８３８千円
諸収入 ４８３，１５８千円
市債 ３，１５１，１２０千円
その他 １，９６６，７３６千円

  【歳出】
総務費 ４，５３６，７６０千円
民生費 ７，３０１，１５６千円
衛生費 １，８５０，７９２千円
土木費 １，３５２，１６２千円
消防費 １，１９８，１６４千円
教育費 ２，１４１，９０６千円
公債費 １，５３７，９３０千円
その他 ４６７，３４０千円

６　当初予算（一般会計）の状況（資料編）

「その他」…議会費、農林水産業費、商工費、災害復旧費、諸支出金等             

「その他」…地方譲与税、各種交付金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入等   

総務費

22.3%

民生費

35.8% 

衛生費

9.1% 

土木費

6.6% 

消防費

5.9%

教育費

10.5% 

公債費

7.5% 

その他

2.3%

市 税

44.4%

地方交付税

4.9%

国県支出金

19.0%

繰入金

4.3%

諸収入

2.4%

市 債

15.5%

その他

9.5%

歳入合計

203億8,569万6千円

歳出合計

203億8,569万6千円
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② 一般会計当初予算規模の推移
（単位：千円、％）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
予算規模 16,297,630 16,965,117 17,994,451 16,885,028 20,100,652 20,386,210
伸び率 3.6 3.6 -0.6 -6.2 19.0 1.4

2.6 -7.7 1.9 5.9 0.3 -4.9
-2.2 2.5 3.5 0.5 0.4 0.8
-0.8 0.1 1.8 2.3 0.6 1.0

・地方財政計画の伸び率は、通常収支分。

・平成２５年度及び平成２９年度の千葉県は、３月に知事選挙があることから骨格予算。

・平成２６年度の千葉県は、平成２５年度６月補正後予算との比較。

③ 主な市税の推移
（単位：千円）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
4,369,324 4,451,012 4,435,287 4,440,006 4,351,151 4,353,606
3,390,901 3,423,778 3,461,736 3,489,789 3,521,345 3,650,144

974,510 1,008,065 1,013,262 1,007,413 1,013,994 1,047,914
8,734,735 8,882,855 8,910,285 8,937,208 8,886,490 9,051,664

・平成２４年度～平成２７年度は決算額、平成２８年度は決算見込み、平成２９年度は当初予算。

・その他の税は、都市計画税、軽自動車税及びたばこ税。

区　　分
白
井
市

千葉県
国

合　　計

 市民税
 固定資産税

地方財政計画

区　　分

 その他の税

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

20,000,000

22,000,000

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

千円

年度

一般会計当初予算規模の推移

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

千円

年度

市税の推移

市民税 固定資産税 その他の税
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④ 経常一般財源等の推移（臨時財政対策債を含む）（普通会計ベース）
（単位：千円）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
8,185,179 8,331,816 8,355,988 8,390,601 8,349,472 8,491,814

143,107 143,058 136,715 143,335 113,800 111,500
1,009,986 948,466 791,381 973,768 852,702 886,000

967,962 1,006,946 884,471 841,385 706,385 754,420
721,291 804,370 899,855 1,309,587 1,238,064 1,235,656

11,027,525 11,234,656 11,068,410 11,658,676 11,260,423 11,479,390
・平成２４年度～平成２７年度は決算額、平成２８年度は決算見込み、平成２９年度は当初予算。

・普通会計とは、地方財政統計上、全国統一的に用いられる会計区分。

⑤ 歳出規模の推移（普通会計ベース）
（単位：千円）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
3,323,945 3,281,248 3,209,897 3,260,199 3,344,139 3,282,207
3,556,073 3,577,475 3,937,193 3,998,682 4,389,036 4,464,973
1,460,585 1,591,814 1,402,164 1,339,947 1,414,008 1,537,930
2,656,498 2,685,372 2,863,079 2,948,338 3,181,650 3,369,649
2,658,060 3,258,815 2,344,844 2,476,186 2,425,781 2,468,005
1,133,890 1,204,088 1,308,881 1,395,484 1,447,609 1,515,095
2,010,512 1,705,594 2,275,905 3,990,086 3,707,219 3,578,254
1,864,326 831,384 614,373 992,591 1,301,250 490,848

18,663,889 18,135,790 17,956,336 20,401,513 21,210,692 20,706,961
・平成２４年度～平成２７年度は決算額、平成２８年度は決算見込み、平成２９年度は当初予算。

 繰出金
 普通建設事業費
 その他

合　　計

区　　分
 人件費

 補助費等

 扶助費
 公債費
 物件費

 その他
合　　計

 地方譲与税
 普通交付税
 臨時財政対策債

区　　分
 市税

市税

地方譲与税

普通交付税

臨時財政対策債

その他

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

11,000,000

12,000,000

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

千円

年度

経常一般財源等の推移

市税 地方譲与税 普通交付税 臨時財政対策債 その他

人件費

扶助費

公債費

物件費

補助費等

繰出金

普通建設事業費

その他

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

20,000,000

22,000,000

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

千円

年度

歳出規模の推移

人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等 繰出金 普通建設事業費 その他
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（２）基金、債務等の推移

（単位：千円）
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

2,097,369 2,087,653 2,112,302 2,305,948 2,684,811 2,176,673

 減債基金 615 615 615 615 615 615

 国際交流基金 36,461 35,969 34,601 34,066 33,452 31,797

 社会福祉事業推進基金 182,110 227,594 213,669 136,978 121,723 115,831

 公共施設整備保全基金 973,428 978,878 857,458 701,610 745,004 404,154

 まちづくり寄附金基金 1,068 4,357 8,711 10,386 10,365 9,526

352,864 352,864 348,417

3,291,051 3,335,066 3,227,356 3,542,467 3,948,834 3,087,013
・平成２４年度～平成２７年度は決算額、平成２８年度及び平成２９年度は年度末決算額見込み。

・平成２４年度に基金の再編により、公共施設整備保全基金、まちづくり寄附金基金を設置。

・平成２７年度に千葉ニュータウン事業に係る白井市道路等整備基金を新設。

・土地開発基金を除く。

　① 基金残高の推移

合　　計

区　　分

 財政調整基金

 千葉ニュータウン事業に係る
 白井市道等整備基金

年度

財政調整基金

国際交流基金

社会福祉事業推進基金

公共施設整備保全基金
まちづくり寄附金基金

千葉ニュータウン事業に係る

白井市道等整備基金

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

H２４ H２５ H２６ H２７ H２８ H２９

千円

年度

基金残高の推移

財政調整基金 減債基金 国際交流基金

社会福祉事業推進基金 公共施設整備保全基金 まちづくり寄附金基金

千葉ニュータウン事業に係る

白井市道等整備基金
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　② 年度末地方債残高等の推移
（単位：千円）

区　　分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
 地方債残高 13,481,898 13,559,822 14,259,973 16,585,379 18,499,562 20,429,275
 債務負担行為支出予定額 2,247,661 2,345,090 2,591,250 2,500,347 9,791,973 10,589,107
合　　計 15,729,559 15,904,912 16,851,223 19,085,726 28,291,535 31,018,382
・平成２４年度～平成２７年度は決算額、平成２８年度及び平成２９年度は年度末決算額見込み。

　③ 地方債償還予定額
（単位：千円）

区　　分 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度

償還元金 1,266,202 1,411,607 1,477,937 1,636,308 1,607,507 1,602,787

償還利子 147,806 126,323 116,907 96,383 78,478 87,349

元利償還金合計 1,414,008 1,537,930 1,594,844 1,732,691 1,685,985 1,690,136
・平成２７年度までの借入額に係る償還予定額に、平成２８年度及び平成２９年度の全事業における借入予定額に係る償還予定額
を加算し作成。

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３

償還元金 償還利子

地方債償還予定額千円

年度

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

軸ラベル

地方債残高等の推移

地方債残高 債務負担行為支出予定額

千円

年度
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し
た

学
習

機
会

の
提

供
2
款

1
項

1
1
目

起
業

学
習

・
体

験
事

業
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
企

画
政

策
課

〕
2
4
5

0
0

1
2
5

1
2
0

若
い

世
代

等
が

自
分

ら
し

く
生

き
る

ヒ
ン

ト
を

得
て

、
仕

事
や

地
域

等
で

活
躍

す
る

き
っ

か
け

づ
く
り

を
す

る
た

め
、

青
少

年
女

性
セ

ン
タ

ー
等

と
の

連
携

や
起

業
家

、
市

民
等

と
協

働
し

、
実

行
委

員
会

を
設

置
し

て
講

演
会

や
体

験
・
交

流
の

出
来

る
イ

ベ
ン

ト
を

実
施

す
る

。
平

成
2
9
年

度
は

、
青

少
年

女
性

セ
ン

タ
ー

を
会

場
に

講
演

会
、

起
業

セ
ミ

ナ
ー

、
起

業
家

に
よ

る
出

店
（
出

展
）
、

交
流

会
等

を
開

催
す

る
。

　
柱

３
　

子
育

て
し

た
く

な
る

ま
ち

づ
く

り
（
単

位
：
千

円
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

3
款

2
項

1
目

待
機

児
童

対
策

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
保

育
課

〕
2
0
,8

0
7

5
,9

0
4

0
0

1
4,

9
0
3

駅
前

や
保

育
需

要
の

高
い

地
域

に
お

い
て

、
3
歳

未
満

児
を

中
心

と
す

る
就

学
前

児
童

を
保

育
す

る
小

規
模

保
育

事
業

所
等

の
誘

致
を

図
る

と
と

も
に

、
市

内
私

立
保

育
園

、
私

立
幼

稚
園

で
の

保
育

の
受

け
皿

の
拡

大
を

図
る

。
平

成
2
9
年

度
は

、
私

立
保

育
園

で
の

受
け

入
れ

枠
拡

大
の

た
め

の
補

助
金

を
交

付
す

る
と

と
も

に
、

事
業

所
内

保
育

事
業

所
及

び
小

規
模

保
育

所
各

1
か

所
へ

の
地

域
型

給
付

費
を

支
給

す
る

。
（給

付
費

は
3款

2
項

2目
私

立
保

育
所

等
入

所
児

童
に

要
す

る
経

費
に

計
上

（
7
8
,5

4
4
千

円
）
）

3
款

2
項

1
目

病
児

・
病

後
児

保
育

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
保

育
課

〕
1
0
,5

8
5

3
,2

9
0

0
2
,5

5
3

4,
7
4
2

病
気

及
び

病
気

回
復

期
の

児
童

を
一

時
的

に
預

か
り

、
仕

事
と

育
児

の
両

立
支

援
、

安
心

し
て

子
育

て
で

き
る

環
境

を
整

え
る

た
め

、
病

後
児

保
育

を
継

続
す

る
と

と
も

に
、

病
気

の
回

復
期

に
至

ら
な

い
児

童
を

保
育

す
る

病
児

保
育

を
実

施
す

る
。

平
成

2
9
年

度
は

、
鎌

ケ
谷

総
合

病
院

で
の

病
後

児
保

育
を

実
施

し
、

白
井

聖
仁

会
病

院
で

病
児

保
育

を
実

施
す

る
。

子
育

て
に

係
る

経
済

的
負

担
の

軽
減

3
款

2
項

1
目

子
ど

も
医

療
費

助
成

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
子

育
て

支
援

課
〕

2
4
2
,1

4
4

7
6
,8

8
8

0
2
,8

1
7

1
6
2
,4

3
9

子
育

て
支

援
と

し
て

、
保

護
者

の
経

済
的

負
担

の
軽

減
と

子
ど

も
の

保
健

対
策

の
充

実
を

図
る

た
め

、
子

ど
も

に
係

る
医

療
費

の
助

成
を

行
う

。
平

成
2
9
年

度
は

、
中

学
3
年

生
ま

で
の

入
院

・
通

院
・
調

剤
の

助
成

を
行

う
。

4
款

1
項

3
目

子
育

て
ス

タ
ー

ト
応

援
事

業
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
健

康
課

〕
1
,5

0
1

0
0

0
1
,5

0
1

妊
娠

・
出

産
・
転

入
に

よ
り

、
白

井
市

で
子

育
て

を
ス

タ
ー

ト
さ

せ
る

親
子

が
、

安
心

し
て

楽
し

く
子

育
て

が
で

き
る

環
境

を
整

え
る

こ
と

で
、

親
子

の
孤

立
を

防
ぎ

、
児

童
虐

待
な

ど
の

問
題

が
減

少
す

る
よ

う
に

、
各

種
事

業
を

他
課

と
連

携
し

て
実

施
す

る
。

平
成

2
9
年

度
は

、
マ

タ
ニ

テ
ィ

講
座

、
妊

娠
届

出
時

の
面

接
相

談
、

妊
娠

・
出

産
・
育

児
・
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
情

報
配

信
な

ど
を

行
う

。

9
款

4
項

1
目

放
課

後
子

ど
も

教
室

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
生

涯
学

習
課

〕
2
,8

9
8

1
,5

5
9

0
8
0

1,
2
5
9

地
域

の
方

や
協

力
者

の
方

々
と

協
働

し
、

子
ど

も
た

ち
の

放
課

後
の

安
全

で
安

心
な

活
動

の
場

を
確

保
し

、
ま

た
、

地
域

社
会

の
中

で
心

豊
か

で
健

や
か

に
育

ま
れ

る
場

を
確

保
す

る
。

平
成

2
9
年

度
は

、
白

井
第

二
小

学
校

、
大

山
口

小
学

校
及

び
中

木
戸

公
園

競
技

広
場

で
実

施
す

る
。

ま
た

、
放

課
後

子
ど

も
教

室
の

拡
充

に
向

け
、

調
査

検
討

を
行

う
。

9
款

1
項

3
目

補
助

教
員

配
置

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
学

校
教

育
課

〕
4
6
,9

8
3

0
0

3
6
4

4
6
,6

1
9

小
中

学
校

の
算

数
科

を
中

心
に

基
礎

・
基

本
の

学
力

定
着

、
指

導
方

法
の

多
様

化
に

対
応

す
る

と
と

も
に

、
小

学
校

低
学

年
に

多
く
発

生
し

て
い

る
学

習
障

が
い

児
や

中
学

校
の

保
健

室
登

校
者

を
指

導
す

る
た

め
、

ま
た

、
肢

体
不

自
由

児
等

の
介

助
を

行
う

た
め

、
補

助
教

員
を

配
置

す
る

。
平

成
2
9
年

度
は

、
全

学
校

に
読

書
活

動
推

進
補

助
教

員
の

配
置

等
を

行
う

。

9
款

1
項

3
目

地
域

人
材

活
用

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
学

校
教

育
課

〕
3
,0

5
9

0
0

0
3
,0

5
9

各
学

校
が

地
域

の
実

情
や

特
性

を
活

か
し

、
地

域
人

材
を

活
用

し
て

、
創

意
工

夫
を

凝
ら

し
た

特
色

あ
る

教
育

を
展

開
す

る
。

平
成

2
9
年

度
は

、
各

学
校

の
方

針
に

基
づ

き
地

域
人

材
を

講
師

に
活

用
す

る
ほ

か
、

部
活

動
外

部
指

導
員

の
配

置
を

充
実

さ
せ

る
。

3
款

2
項

1
目

ド
リ

ー
ム

チ
ャ

レ
ン

ジ
ャ

ー
事

業
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
子

育
て

支
援

課
〕

1
,9

4
3

1
,9

4
3

0
0

0
小

学
3
年

生
に

対
し

て
ド

リ
ー

ム
チ

ャ
レ

ン
ジ

ャ
ー

通
貨

を
発

行
し

、
そ

の
通

貨
を

用
い

て
勉

強
・
ス

ポ
ー

ツ
な

ど
を

地
域

の
人

や
団

体
等

か
ら

学
ぶ

機
会

を
つ

く
り

、
夢

に
向

か
っ

て
チ

ャ
レ

ン
ジ

す
る

き
っ

か
け

作
り

を
行

う
。

平
成

2
9
年

度
は

、
平

成
2
8
年

度
に

引
き

続
き

、
小

学
3
年

生
に

通
貨

を
発

行
す

る
と

と
も

に
、

制
度

に
つ

い
て

地
域

や
団

体
等

に
理

解
・
協

力
を

求
め

て
い

く
。

７
　

第
５

次
総

合
計

画
前

期
基

本
計

画
　

戦
略

に
係

る
実

施
計

画
事

業
（
一

般
会

計
及

び
特

別
会

計
）

予
算

科
目

予
算

事
業

名
事

業
費

左
の

財
源

内
訳

事
業

の
概

要
目

標
実

現
に

向
け

た
取

組

事
業

の
概

要

予
算

事
業

名
事

業
費

予
算

事
業

名
事

業
費

左
の

財
源

内
訳

左
の

財
源

内
訳

事
業

の
概

要

目
標

実
現

に
向

け
た

取
組

利
便

性
の

高
い

場
所

で
の

保
育

機
会

の
確

保

目
標

実
現

に
向

け
た

取
組

予
算

科
目

予
算

科
目

※
第

5
次

総
合

計
画

前
期

基
本

計
画

「
戦

略
に

係
る

実
施

計
画

事
業

」
の

う
ち

、
平

成
2
9
年

度
当

初
予

算
に

計
上

し
て

い
る

事
業

に
つ

い
て

記
載

し
て

い
ま

す
。

地
域

で
の

親
や

子
ど

も
た

ち
の

居
場

所
づ

く
り

や
子

育
て

支
援

の
し

く
み

づ
く
り

児
童

・
生

徒
の

個
性

に
応

じ
た

学
力

向
上

な
ど

生
き

る
力

を
育

む
教

育
の

推
進

-32-



戦
略

２
．

み
ど

り
活

用
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

　
柱

１
　

「
魅

せ
る

農
」
の

ま
ち

づ
く

り
（
単

位
：
千

円
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

5
款

1
項

3
目

育
苗

セ
ン

タ
ー

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
農

政
課

〕
3
,6

4
7

1
,8

2
3

0
0

1,
8
2
4

老
木

化
し

た
梨

木
に

つ
い

て
改

植
し

や
す

い
環

境
を

整
え

、
梨

の
安

定
的

な
生

産
と

農
業

収
入

の
確

保
を

図
る

た
め

、
梨

の
苗

木
を

共
同

育
成

し
て

、
大

苗
に

な
っ

た
段

階
で

農
業

者
に

供
給

す
る

「
育

苗
セ

ン
タ

ー
」
の

運
営

を
支

援
す

る
。

平
成

2
9
年

度
は

、
育

苗
セ

ン
タ

ー
の

運
営

を
支

援
す

る
た

め
、

白
井

市
梨

業
組

合
へ

補
助

を
行

う
。

5
款

1
項

3
目

市
民

農
業

大
学

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
農

政
課

〕
7

0
0

0
7

援
農

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

や
新

規
就

農
者

を
育

成
す

る
た

め
に

、
市

民
活

動
団

体
な

ど
と

協
働

し
、

年
間

を
通

じ
て

栽
培

管
理

の
基

礎
と

実
際

の
作

業
を

行
う

。
平

成
2
9
年

度
は

、
先

進
地

を
視

察
す

る
ほ

か
、

実
施

内
容

を
検

討
す

る
。

農
商

工
の

連
携

に
よ

る
、

農
産

物
の

高
付

加
価

値
化

や
ブ

ラ
ン

ド
化

5
款

1
項

3
目

農
産

物
ブ

ラ
ン

ド
化

推
進

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
農

政
課

〕
2
,1

0
7

5
2
2

0
1
0
5

1
,4

8
0

主
要

農
産

物
で

あ
る

梨
の

Ｐ
Ｒ

活
動

を
行

い
ブ

ラ
ン

ド
強

化
を

図
る

と
と

も
に

、
国

内
外

で
の

販
路

、
消

費
拡

大
を

図
る

。
ま

た
、

自
然

薯
を

中
心

に
新

た
な

農
産

物
に

つ
い

て
も

ブ
ラ

ン
ド

化
を

図
る

。
平

成
2
9
年

度
は

、
市

場
・
柏

レ
イ

ソ
ル

ホ
ー

ム
タ

ウ
ン

デ
ー

で
の

し
ろ

い
の

梨
の

試
食

P
R

を
は

じ
め

、
輸

出
に

関
す

る
補

助
金

の
交

付
を

行
う

と
と

も
に

、
し

ろ
い

の
自

然
薯

の
試

食
P
R

を
実

施
す

る
。

　
柱

２
　

み
ど

り
が

価
値

を
生

み
出

す
ま

ち
づ

く
り

（
単

位
：
千

円
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

地
域

で
の

環
境

保
全

や
創

出
の

取
組

み
と

し
て

の
グ

ラ
ウ

ン
ド

ワ
ー

ク
の

推
進

4
款

1
項

4
目

森
の

グ
ラ

ウ
ン

ド
ワ

ー
ク

推
進

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
環

境
課

〕
4
9
6

0
0

2
3
6

2
6
0

市
民

、
市

民
団

体
等

と
協

働
し

、
森

な
ど

で
の

グ
ラ

ウ
ン

ド
ワ

ー
ク

活
動

を
実

施
し

、
自

然
環

境
の

保
全

と
創

造
活

動
に

つ
な

げ
る

。
平

成
2
9
年

度
は

、
市

民
と

と
も

に
神

々
廻

市
民

の
森

を
舞

台
に

、
花

の
植

栽
活

動
に

よ
る

入
口

の
整

備
や

ウ
ォ

ー
キ

ン
グ

に
活

用
す

る
た

め
の

整
備

、
カ

ブ
ト

ム
シ

を
利

用
し

た
子

ど
も

や
親

子
を

対
象

と
し

た
イ

ベ
ン

ト
を

行
う

。
ま

た
、

必
要

に
応

じ
、

外
部

団
体

を
交

え
た

協
議

及
び

先
行

事
例

の
視

察
を

行
う

。

白
井

の
自

然
環

境
の

豊
か

さ
を

知
り

育
む

た
め

の
環

境
学

習
の

推
進

4
款

1
項

4
目

環
境

学
習

推
進

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〔
環

境
課

〕
1
3
7

0
0

0
1
3
7

市
民

団
体

と
の

協
働

・
連

携
に

よ
り

、
環

境
フ

ォ
ー

ラ
ム

で
の

発
表

や
環

境
学

習
講

座
を

開
催

す
る

。
平

成
2
9
年

度
は

、
環

境
フ

ォ
ー

ラ
ム

及
び

環
境

学
習

講
座

を
実

施
す

る
と

と
も

に
、

白
井

市
内

の
生

き
物

を
庁

舎
内

に
展

示
し

、
白

井
市

の
自

然
の

豊
か

さ
が

学
べ

る
ス

ペ
ー

ス
を

設
け

る
。

　
柱

３
　

み
ど

り
が

つ
な

が
る

ま
ち

づ
く

り
（
単

位
：
千

円
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

自
然

と
の

ふ
れ

あ
い

や
癒

し
の

場
と

し
て

の
里

山
の

保
全

と
活

用
4
款

1
項

4
目

（
仮

称
）
谷

田
・
清

戸
市

民
の

森
整

備
事

業
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 〔
環

境
課

〕
9
8

0
0

0
9
8

地
元

代
表

者
・
関

係
団

体
等

と
市

が
連

携
・
協

働
し

て
、

（
仮

称
）
谷

田
・
清

戸
市

民
の

森
を

整
備

す
る

。
平

成
2
9
年

度
は

、
既

に
市

で
取

得
し

た
用

地
の

維
持

管
理

及
び

計
画

予
定

地
の

土
地

所
有

者
と

の
協

議
を

行
う

。

市
民

に
よ

る
み

ど
り

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
づ

く
り

に
対

す
る

支
援

4
款

1
項

4
目

沿
道

み
ど

り
の

推
進

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 〔

環
境

課
〕

4
1
4

0
0

0
4
1
4

団
体

に
よ

る
沿

道
で

の
草

花
等

の
植

栽
・
育

成
を

推
進

し
、

緑
に

よ
る

癒
し

の
空

間
を

広
げ

、
ウ

ォ
ー

キ
ン

グ
や

散
策

の
活

用
等

に
繋

げ
る

。
平

成
2
9
年

度
は

、
植

栽
活

動
団

体
に

対
し

、
草

花
等

を
購

入
す

る
際

に
発

生
し

た
費

用
に

対
す

る
補

助
金

を
交

付
す

る
。

※
第

5
次

総
合

計
画

前
期

基
本

計
画

「
戦

略
に

係
る

実
施

計
画

事
業

」
の

う
ち

、
平

成
2
9
年

度
当

初
予

算
に

計
上

し
て

い
る

事
業

に
つ

い
て

記
載

し
て

い
ま

す
。

予
算

科
目

予
算

事
業

名
事

業
費

左
の

財
源

内
訳

左
の

財
源

内
訳

事
業

の
概

要

事
業

の
概

要

予
算

科
目

予
算

事
業

名

事
業

費

目
標

実
現

に
向

け
た

取
組

多
様

な
形

態
の

農
業

経
営

と
担

い
手

の
支

援

事
業

費
事

業
の

概
要

左
の

財
源

内
訳

目
標

実
現

に
向

け
た

取
組

目
標

実
現

に
向

け
た

取
組

予
算

科
目

予
算

事
業

名

-33-



戦
略

３
．

拠
点

創
造

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

　
柱

１
　

都
市

拠
点

が
に

ぎ
わ

う
ま

ち
づ

く
り

（
単

位
：
千

円
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

工
業

団
地

へ
の

産
業

機
能

の
集

積
に

向
け

た
環

境
整

備
7
款

2
項

2
目

工
業

団
地

ア
ク

セ
ス

道
路

整
備

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〔
道

路
課

〕
2
5
,1

0
0

1
1
,5

5
0

8
,5

0
0

0
5
,0

5
0

工
業

団
地

及
び

そ
の

周
辺

よ
り

、
国

道
1
6
号

な
ど

の
幹

線
道

路
へ

ア
ク

セ
ス

す
る

道
路

を
整

備
す

る
。

平
成

2
9
年

度
は

、
用

地
買

収
及

び
補

償
補

填
を

実
施

す
る

。

　
柱

２
　

地
域

拠
点

が
に

ぎ
わ

う
ま

ち
づ

く
り

（
単

位
：
千

円
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

2
款

1
項

1
0
目

ま
ち

づ
く
り

協
議

会
設

立
支

援
事

業
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 〔
市

民
活

動
支

援
課

〕
3
,3

1
4

0
0

0
3
,3

1
4

小
学

校
区

を
基

本
的

な
単

位
と

し
、

地
域

の
様

々
な

団
体

・
組

織
が

、
地

域
の

課
題

や
そ

の
解

決
方

法
に

つ
い

て
、

話
し

合
い

や
意

見
交

換
を

行
う

場
を

つ
く
る

こ
と

に
よ

り
、

相
互

の
つ

な
が

り
と

意
識

の
共

有
を

図
り

、
地

域
課

題
の

解
決

に
向

け
た

「
ま

ち
づ

く
り

協
議

会
」
の

設
立

を
支

援
す

る
。

小
学

校
区

内
の

住
民

の
連

帯
意

識
及

び
自

治
意

識
の

向
上

を
目

指
し

て
、

小
学

校
区

内
に

お
け

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
組

織
の

構
築

及
び

主
体

的
な

ま
ち

づ
く
り

活
動

に
対

す
る

助
成

を
行

う
。

平
成

2
9
年

度
は

、
小

学
校

区
単

位
の

ま
ち

づ
く
り

意
見

交
換

会
や

地
域

フ
ォ

ー
ラ

ム
を

開
催

す
る

と
と

も
に

、
地

域
ま

ち
づ

く
り

活
動

に
対

し
補

助
金

を
交

付
す

る
。

8
款

1
項

4
目

地
域

防
災

力
向

上
事

業
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 〔
市

民
安

全
課

〕
1
4
,2

7
9

1
,6

0
0

0
7
0

1
2,

6
0
9

災
害

時
に

お
け

る
地

域
防

災
力

の
向

上
を

図
る

た
め

、
防

災
訓

練
や

研
修

会
な

ど
を

通
し

て
市

民
の

防
災

意
識

や
防

災
知

識
を

高
め

、
自

主
防

災
組

織
の

育
成

を
促

す
。

ま
た

、
災

害
応

援
協

定
の

締
結

、
関

係
団

体
と

の
連

携
強

化
、

防
災

用
資

機
材

や
非

常
食

な
ど

の
備

蓄
品

の
整

備
を

行
う

。
平

成
2
9
年

度
は

、
白

井
市

総
合

公
園

に
お

い
て

防
災

訓
練

の
開

催
、

新
設

さ
れ

た
自

主
防

災
組

織
へ

の
防

災
資

機
材

等
の

交
付

の
ほ

か
、

避
難

所
と

な
る

各
出

先
セ

ン
タ

ー
施

設
な

ど
へ

配
布

す
る

非
常

食
等

の
購

入
、

非
常

用
井

戸
の

改
修

工
事

を
行

う
。

2
款

1
項

1
0
目

西
白

井
地

区
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
施

設
整

備
事

業
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 〔
市

民
活

動
支

援
課

〕

3
2
,0

8
5

3
,0

1
5

1
0
,2

0
0

9
5

1
8,

7
7
5

西
白

井
地

区
に

お
い

て
、

自
治

会
な

ど
の

地
域

住
民

同
士

の
交

流
や

ふ
れ

あ
い

を
深

め
る

た
め

の
活

動
拠

点
と

な
る

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

施
設

を
整

備
す

る
た

め
、

設
計

や
管

理
運

営
等

に
つ

い
て

検
討

す
る

。
平

成
2
9
年

度
は

、
施

設
の

基
本

設
計

・
実

施
設

計
を

行
う

と
と

も
に

、
西

白
井

地
区

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

施
設

建
設

準
備

委
員

会
に

お
い

て
、

設
計

や
管

理
運

営
等

に
つ

い
て

検
討

を
行

う
。

介
護

会
計

4
款

2
項

1
目

集
い

の
場

づ
く
り

支
援

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 〔

高
齢

者
福

祉
課

〕
2
5

8
0

1
7

0

高
齢

者
を

含
む

地
域

全
体

の
絆

づ
く
り

と
支

え
合

い
機

能
の

充
実

の
た

め
、

地
域

の
集

い
の

場
が

活
性

化
す

る
よ

う
に

支
援

す
る

こ
と

で
、

市
民

が
要

介
護

状
態

等
に

な
る

こ
と

の
予

防
ま

た
は

要
介

護
状

態
等

の
軽

減
・
悪

化
の

防
止

を
図

る
。

平
成

2
9
年

度
は

、
随

時
、

集
い

の
場

の
新

規
立

ち
上

げ
や

継
続

に
関

す
る

相
談

に
応

じ
る

ほ
か

、
サ

ロ
ン

（
集

い
の

場
）
代

表
者

交
流

会
議

を
開

催
し

、
運

営
に

役
立

つ
研

修
や

情
報

交
換

を
行

う
。

地
域

の
人

が
地

域
の

人
の

た
め

に
身

近
な

生
活

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
地

域
拠

点
づ

く
り

介
護

会
計

4
款

3
項

1
目

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

体
制

整
備

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 〔

高
齢

者
福

祉
課

〕
5
,5

8
8

3
,2

6
9

0
2
,3

1
8

1

被
保

険
者

が
要

介
護

状
態

等
と

な
る

こ
と

を
予

防
す

る
と

と
も

に
、

要
介

護
状

態
等

と
な

っ
た

場
合

に
お

い
て

も
、

可
能

な
限

り
、

地
域

に
お

い
て

自
立

し
た

日
常

生
活

を
営

む
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

支
援

す
る

た
め

、
要

介
護

状
態

と
な

る
こ

と
の

予
防

ま
た

は
要

介
護

状
態

等
の

軽
減

・
悪

化
の

防
止

に
か

か
る

体
制

の
整

備
そ

の
他

こ
れ

ら
を

推
進

す
る

事
業

を
実

施
す

る
。

平
成

2
9
年

度
は

、
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

を
図

る
生

活
支

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

配
置

や
協

議
体

の
運

営
委

託
、

民
間

企
業

や
団

体
等

が
普

段
の

業
務

の
中

で
高

齢
者

を
見

守
る

、
白

井
市

高
齢

者
見

守
り

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
運

営
な

ど
を

行
う

。

9
款

5
項

1
目

総
合

型
地

域
ス

ポ
ー

ツ
ク

ラ
ブ

支
援

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 〔

生
涯

学
習

課
〕

4
5
6

0
0

7
2

3
8
4

い
つ

で
も

、
ど

こ
で

も
、

い
つ

ま
で

も
ス

ポ
ー

ツ
に

親
し

む
こ

と
が

で
き

る
環

境
を

提
供

す
る

こ
と

に
よ

り
、

生
涯

ス
ポ

ー
ツ

の
推

進
を

図
る

。
平

成
2
9
年

度
は

、
 設

立
初

期
段

階
で

あ
る

ス
ポ

ー
ツ

ク
ラ

ブ
へ

の
財

政
支

援
及

び
ス

ポ
ー

ツ
ク

ラ
ブ

の
活

動
場

所
の

確
保

の
ほ

か
、

地
域

ス
ポ

ー
ツ

指
導

者
の

核
と

な
る

人
材

育
成

の
講

座
を

実
施

す
る

。

9
款

4
項

1
目

白
井

市
民

大
学

校
事

業
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 〔
生

涯
学

習
課

〕
9
2
6

0
0

3
0
0

6
2
6

市
民

に
様

々
な

テ
ー

マ
で

主
体

的
に

学
習

す
る

機
会

を
提

供
し

、
そ

の
学

習
成

果
を

も
と

に
、

心
身

と
も

に
健

康
的

な
行

動
を

実
践

す
る

人
、

地
域

に
仲

間
が

い
る

人
、

地
域

活
動

に
意

欲
を

持
つ

人
を

増
や

す
。

こ
の

目
的

に
あ

わ
せ

て
健

康
生

活
学

部
、

シ
ニ

ア
学

部
、

し
ろ

い
発

見
学

部
の

3
学

部
を

設
け

、
体

系
的

な
講

座
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
組

み
、

講
座

を
開

催
す

る
。

平
成

29
年

度
は

、
3学

部
合

わ
せ

て
10

0講
座

前
後

の
講

座
数

を
実

施
す

る
。

介
護

会
計

4
款

2
項

1
目

介
護

予
防

自
主

グ
ル

ー
プ

支
援

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 〔

高
齢

者
福

祉
課

〕
7
6
1

2
4
7

0
5
1
3

1
高

齢
者

が
要

介
護

状
態

等
に

な
る

こ
と

の
予

防
又

は
軽

減
・
悪

化
の

防
止

を
図

る
た

め
、

市
民

主
体

で
介

護
予

防
活

動
を

行
う

団
体

が
増

え
る

よ
う

に
支

援
す

る
。

平
成

2
9
年

度
は

、
自

主
グ

ル
ー

プ
と

し
て

筋
力

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

「
し

ろ
い

楽
ト

レ
体

操
」
を

行
う

希
望

の
あ

る
団

体
を

募
り

、
必

要
物

品
の

貸
し

出
し

と
サ

ポ
ー

タ
ー

の
派

遣
を

行
う

。
ま

た
、

認
知

症
予

防
を

目
的

と
し

た
「
脳

の
健

康
ぐ

っ
と

ア
ッ

プ
講

座
」
を

開
催

し
、

卒
業

生
の

自
主

グ
ル

ー
プ

化
を

支
援

す
る

。

　
柱

３
　

拠
点

が
つ

な
が

る
ま

ち
づ

く
り

（
単

位
：
千

円
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
発

掘
・育

成
2
款

1
項

1
0
目

市
民

参
加

・
協

働
の

人
づ

く
り

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 〔

市
民

活
動

支
援

課
〕

4
0
8

0
0

2
5

3
8
3

地
域

づ
く
り

を
活

性
化

す
る

た
め

、
地

域
の

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
を

テ
ー

マ
と

し
た

職
員

研
修

や
市

民
講

座
を

実
施

し
、

職
員

・
市

民
の

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
能

力
を

育
成

す
る

。
平

成
2
9
年

度
は

、
職

員
、

市
民

の
そ

れ
ぞ

れ
を

対
象

に
研

修
ま

た
は

講
座

を
複

数
回

に
わ

た
り

実
施

す
る

。

都
市

拠
点

と
各

地
域

を
結

ぶ
道

路
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

整
備

7
款

2
項

2
目

市
道

新
設

改
良

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 〔

道
路

課
〕

1
8
0
,9

8
2

4
0
,1

5
0

6
9
,5

0
0

0
7
1
,3

3
2

道
路

の
新

設
、

歩
道

、
拡

幅
整

備
を

推
進

す
る

。
平

成
29

年
度

は
、

幹
線

市
道

00
-1

39
号

線
（白

井
市

根
地

先
）外

、
幹

線
市

道
整

備
及

び
一

般
市

道
の

拡
幅

等
の

改
良

を
実

施
す

る
。

2
款

1
項

6
目

鉄
道

交
通

推
進

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 〔

企
画

政
策

課
〕

3
5
,4

8
3

0
0

0
3
5
,4

8
3

北
総

線
運

賃
対

策
を

は
じ

め
、

便
利

で
安

全
な

鉄
道

交
通

の
促

進
を

図
る

た
め

、
鉄

道
沿

線
地

域
の

活
性

化
、

鉄
道

会
社

へ
の

要
望

活
動

を
行

う
。

平
成

2
9
年

度
は

、
北

総
線

の
利

便
性

向
上

を
図

る
た

め
、

県
・
沿

線
自

治
体

と
連

携
し

、
関

係
機

関
へ

要
請

な
ど

を
行

う
。

ま
た

、
北

総
線

の
耐

震
化

工
事

の
た

め
、

鉄
道

会
社

へ
補

助
金

を
交

付
す

る
。

2
款

1
項

6
目

バ
ス

交
通

推
進

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 〔

企
画

政
策

課
〕

5
8
,5

0
3

5
,2

7
3

0
1
,2

6
0

5
1,

9
7
0

交
通

不
便

地
域

の
解

消
や

公
共

交
通

の
推

進
を

図
る

た
め

、
循

環
バ

ス
を

運
行

す
る

。
ま

た
、

運
行

内
容

等
に

つ
い

て
は

、
地

域
公

共
交

通
活

性
化

協
議

会
を

開
催

し
協

議
す

る
。

バ
ス

交
通

を
維

持
す

る
た

め
、

市
内

に
あ

る
車

庫
用

地
を

市
が

借
り

受
け

、
バ

ス
事

業
者

に
対

し
て

貸
付

け
を

行
う

。
平

成
2
9
年

度
は

、
循

環
バ

ス
の

運
行

、
車

庫
用

地
の

賃
貸

借
を

行
う

と
と

も
に

、
地

域
公

共
交

通
網

形
成

計
画

の
策

定
・
実

施
に

関
し

て
必

要
な

事
項

を
協

議
す

る
。

左
の

財
源

内
訳

利
便

性
の

良
い

交
通

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
確

保

事
業

の
概

要
予

算
科

目
目

標
実

現
に

向
け

た
取

組

目
標

実
現

に
向

け
た

取
組

事
業

の
概

要

小
学

校
区

を
基

本
的

な
単

位
と

し
た

「
（
仮

称
）
地

域
ま

ち
づ

く
り

協
議

会
」
の

設
立

の
支

援

事
業

費

目
標

実
現

に
向

け
た

取
組

予
算

科
目

予
算

事
業

名
事

業
費

左
の

財
源

内
訳

地
域

の
人

や
団

体
を

活
か

し
た

生
き

が
い

づ
く
り

や
健

康
づ

く
り

の
場

の
充

実

市
内

の
様

々
な

場
に

お
け

る
世

代
に

関
係

な
く
利

用
で

き
る

居
場

所
や

交
流

の
場

づ
く
り

事
業

費

予
算

科
目

予
算

事
業

名

※
第

５
次

総
合

計
画

前
期

基
本

計
画

「
戦

略
に

係
る

実
施

計
画

事
業

」
の

う
ち

、
平

成
２

９
年

度
当

初
予

算
に

計
上

し
て

い
る

事
業

に
つ

い
て

記
載

し
て

い
ま

す
。

左
の

財
源

内
訳

事
業

の
概

要

予
算

事
業

名
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【歳入】 千円

千円

【歳出】 千円

国県
支出金

地方債
その他の
特定財源

一般財源

社会福祉事業 18,179 9,916 0 0 8,263

障害福祉事業 795,584 570,852 0 6,550 218,182

児童福祉事業 2,971,253 1,664,788 17,300 346,090 943,075

母子福祉事業 184,653 67,633 0 21 116,999

高齢者福祉事業 118,852 4,308 0 9,558 104,986

生活保護費 562,411 432,332 0 0 130,079

国民健康保険事業（繰出金） 309,003 205,442 0 0 210,871

介護保険事業（繰出金） 426,150 3,771 0 0 422,379

後期高齢者医療事業（繰出金） 95,643 54,329 0 0 18,111

予防対策事業 215,352 1,028 0 9,708 204,616

医療対策事業 326 0 0 0 326

健康増進対策事業 75,717 1,143 0 1,763 72,811

5,773,123 3,015,542 17,300 373,690 2,450,698

保健衛生

財源内訳

合計

社会福祉

事業区分 予算額

社会保険

８　一般会計当初予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充当される
社会保障政策に要する経費について

（単位：千円）

　平成26年4月1日に施行された消費税等の税率改正に伴い、地方消費税に引き上げに伴う増収分に
ついて、その全額を社会保障政策に要する経費に充てることが、地方税法に明記されました。
　当市の平成29年度一般会計当初予算において、地方消費税に引き上げに伴う増収分を下記の事業
に係る経費の一般財源に充当します。

904,000

388,000

地方消費税交付金予算額

　うち地方消費税引き上げに伴う増収分

社会保障政策に要する経費のうち一般財源分 2,450,698
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